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当ファンドの投資対象について

世界のインフラ関連企業が発行する米ドル建て債券に投資します。これらの企業は、日常生活に不可
欠なサービスを提供する公益、通信、エネルギー、運輸などの業種（セクター）に属します。

本資料では、三菱ＵＦＪ／マッコーリー グローバル・インフラ債券ファンド＜為替ヘッジあり＞（毎月決算型）を「＜為替ヘッジあり＞（毎月決算型）」 、三菱
ＵＦＪ／マッコーリー グローバル・インフラ債券ファンド＜為替ヘッジなし＞（毎月決算型）を「＜為替ヘッジなし＞（毎月決算型）」、三菱ＵＦＪ／マッコーリー
グローバル・インフラ債券ファンド＜為替ヘッジあり＞（年1回決算型）を「＜為替ヘッジあり＞（年1回決算型）」 、三菱ＵＦＪ／マッコーリー グローバル・イン
フラ債券ファンド＜為替ヘッジなし＞（年1回決算型）を「＜為替ヘッジなし＞（年1回決算型）」ということがあります。また、これらを総称して「当ファンド」、
各々を「各ファンド」ということがあります。本資料は、マッコーリー・インベストメント・マネジメント・グローバル・リミテッドのコメントを基に作成しています。

マザーファンドはファンドの実際の運用を行うマッコーリー グローバル・インフラ債券マザーファンドです。マザーファンドでは、信託報酬はかかりません。
上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、
税金・手数料等を考慮しておりません。

３つのポイント

① 2023年初来の当ファンドの振り返り

② 注目ポイントや今後の運用方針

③ 当ファンドの気になるポイントＱ＆Ａ 厳選3つ

＼ 本資料の ／

追加型投信／内外／債券

三菱ＵＦＪ／マッコーリー グローバル・インフラ債券ファンド
＜為替ヘッジあり／為替ヘッジなし＞（毎月決算型）
＜為替ヘッジあり／為替ヘッジなし＞（年1回決算型）

ファンド情報提供資料
データ基準日：2023年11月30日2023年初来の運用状況

〈愛称：世界のいしずえ〉

本資料は当ファンドの運用状況について投資家のみなさまにご理解を深めていただくために概略を記載したものです。このため、ファンドの商品性、リスク、お
申込みメモなどについては投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。

当ファンドは、マッコーリー グローバル・インフラ債券マザーファンドへの投資を通じて、世界の米ドル建てインフラ
債券を高位に組み入れる運用を行いました。

＜投資行動のまとめ＞※詳細は後記をご覧ください。

 世界的に金融引き締めの長期化が金利の上昇要因となり、当ファンドでは米ドル建てインフラ債券の市場
対比でデュレーションを長めにしました。足下では、金利の変動が大きくなったことからデュレーションを若干縮
小させ、やや長めとしました。

 セクター戦略は、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）の継続的な介入と地政学リスクによる原油価格の上昇による
恩恵が期待されるエネルギーセクターを引き続き強気に見つつ、ファンダメンタルズ（企業の財務状況）の
悪化を視野に入れ景気変動の影響を受けにくい通信、公益セクターを選好しました。

 銘柄選択においては、景気変動の影響を受けにくい銘柄に投資するなど慎重な投資姿勢を維持しつつ、
新発債市場では厳選した銘柄に投資を行いました。

上記の投資行動を背景に、マザーファンドの基準価額は上昇しました。また日米金利差の拡大等を背景に、
米ドルが対円で上昇しました。

2023年初来の当ファンドの運用状況

マザーファンドの基準価額の推移 米ドル（対円）の推移

（期間：2022年12月30日～2023年11月30日） （期間：2022年12月30日～2023年11月30日）

・2022年12月30日＝100として指数化

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

FP23-00392

95

100

105

110

115

120

2022年12月30日 2023年6月30日

120

130

140

150

160

2022年12月30日 2023年6月30日

（円）



2/13※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご覧ください。

Fund Report ／ファンドレポート

三菱ＵＦＪ／マッコーリー グローバル・インフラ債券ファンド〈愛称：世界のいしずえ〉
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2023年初来の市場環境の振り返り

 2023年は2022年の急激な金融引き締めペースが若干和らぎ、市場の関心はインフレから景気後退懸念に
移行しました。こうした中、銀行システムへの警戒感から利回りが低下し、米ドル建てインフラ債券が上昇する
局面もありました。その後、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が政策金利の誘導目標を7月に0.25％引き上げ
5.25～5.50％として以降は据え置かれ、2022年から続く異例の引き上げは一時停止しました。

 新型コロナウイルス感染拡大以降の急激な経済回復によるサプライチェーンの混乱や過剰貯蓄の解消が進
みつつあり、インフレは鈍化傾向にあるものの、人手不足による労働市場のひっ迫やサービス価格に対するイ
ンフレ圧力は未だ停滞しています。

 市場では利上げが最終局面を迎え、“ｈｉｇｈｅｒ ｆｏｒ ｌｏｎｇｅｒ(より高く、より長く)”に焦点が移り、中央銀行は
高金利をしばらく据え置き、市場の動向を注視するとみられる中、米ドル建てインフラ債券は軟調に
推移し、10月に米国10年国債利回りが一時5％に達すると米ドル建てインフラ債券も大幅に下落しました。
11月に入ると、これまでインフレを抑制するために中央銀行が政策金利の引き上げを継続していましたが、イ
ンフレの鎮静化を示唆する経済指標が発表されたことで、利上げサイクルの終了見通しが強まり、米国10年
国債利回りが低下、米ドル建てインフラ債券は大幅に上昇しました。

米国政策金利、米国10年国債利回りと米ドル建てインフラ債券の推移

（期間：2022年12月30日～2023年11月30日）

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

上記は指数を使用しており、ファンドの運用実績を示すものではありません。指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。
上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

デュレーションとは、債券の投資元本の回収に要する平均残存期間や金利感応度を意味する指標です。この値
が大きいほど、金利変動に対する債券価格の変動率が大きくなります。
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・米ドル建てインフラ債券は2022年12月30日＝100として指数化
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今後の見通し

市場環境

 インフレ圧力や金利が高まる環境下でも、これまで経済指標や企業業績はいずれも堅調に推移し、経済のソ
フトランディングが可能であると予想されているものの、なお不透明感は残っています。経済指標の悪化傾向
は一部でみられますが、米国の労働市場は堅調で、ファンダメンタルズも持ちこたえている中、米国金利の変
動が高まる可能性があることと、金融引き締めの影響は時間差で生じるため、その動向については引き続き
注視が必要と考えています。

 ＦＲＢによる金融引き締め政策の長期化やインフレの高止まりは米国10年国債利回りの上昇要因となるもの
の、世界的な景気後退懸念の台頭は米国10年国債利回りの低下要因になると考えており、この先3～4ヵ月、
米国10年国債利回りは4.0～5.3％のレンジ内で推移するとみています。

米ドル建てインフラ債券

インフラ関連企業のファンダメンタルズの改善は一巡しつつあり、債券の利回りは魅力的な水準に達しつつありま
す。堅調な経済指標の発表が続き、中央銀行が引き続き金融引き締めに前向きな姿勢を維持する可能性が
高いというリスク認識のもと、デュレーションの調整を行っていますが、中期的には長期債利回りの低下を見込ん
だポジションを維持する姿勢に変更はなく、米ドル建てインフラ債券は注目される資産クラスになると考えて
います。

2023年初来の主な投資行動

デュレーション
2023年初、金利が上昇する中でデュレーションを市場対比で長めにしました。5月には経済指標が堅調なこと
からＦＲＢが利上げを継続するという観測が高まり、米国10年国債金利が上昇したタイミングでさらにデュレーショ
ンを長めにしました。その後、金利上昇局面で長期金利の上昇幅が短期金利より大きくなったことや
金利の変動率が高まったことを受けてデュレーションを若干縮小させ、市場対比でやや長めとしました。

格付け
引き続き景気との連動性の低い銘柄を選好し、平均格付けはBBB+を維持しました。

セクター戦略
安定的かつ確信度の高いエネルギーセクターを市場対比で高めの比率としていましたが、堅調に推移したところ
で段階的に比率を引き下げました。また、選別的に新発債への投資を行いつつ、今後のファンダメンタルズの悪
化を想定し景気動向の影響を受けにくい通信セクターの比率を引き上げました。

 2023年初は中央銀行による金融引き締めの継続により、ソフトランディング（景気が緩やかに減速すること）
の可能性が低下するとの懸念から、デュレーションを長めとし、格付配分の観点からは信用力の高い債券を
組み入れる保守的な運用を行いました。

 その後、債券利回りの変動率が高い状態が継続する中、利上げの最終到達点が2023年後半から2024年
のいずれかの時点でピークを迎えるとの認識のもと、中期的には債券利回りが低下することを想定し、
主に5-10年物債券を中心としたポジションの長期化や短期化の調整を継続しました。

上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
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注目点①利上げ停止後の各債券の値動き

ＦＲＢは、2023年11月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で2会合連続で政策金利を据え置きました。ＦＯＭＣ
参加者の政策金利見通しでは、インフレ鎮静化の兆しがみられる中、インフレが再加速することがなければ利上
げサイクルを終了させ、2024年内の利下げが示唆されました。

米国政策金利と各債券の推移

利上げ停止後1年間の各債券の騰落率

利上げ停止局面①
（2000年5月末～2001年5月末）

利上げ停止局面②
（2006年6月末～2007年6月末）

利上げ停止局面③
（2018年12月末～2019年12月末）

■米国投資適格社債 ■米ドル建てインフラ債券 ■世界国債 ■米国ハイ・イールド債券

（期間：1998年12月末～2023年11月末）

（％）

過去の利上げ停止局面において、米ドル建てインフラ債券の1年間の騰落率は概ね良好な結果となりました。

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ、ＩＣＥ Ｄａｔａ Ｉｎｄｉｃｅｓ, ＬＬＣのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

利上げ停止期間①
（2000年5月末〜2000年12月末）

利上げ停止期間②
（2006年6月末〜2007年8月末）

利上げ停止期間③
（2018年12月末〜2019年6月末）

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ、ＩＣＥ Ｄａｔａ Ｉｎｄｉｃｅｓ, ＬＬＣのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

上記は指数を使用しており、ファンドの運用実績を示すものではありません。指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。
上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
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・各債券は1998年12月末＝100として指数化



5/13※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご覧ください。

Fund Report ／ファンドレポート

三菱ＵＦＪ／マッコーリー グローバル・インフラ債券ファンド〈愛称：世界のいしずえ〉

格付け別のデフォルト率

（期間：2004年10月末～2024年10月末）

注目点②米国の経済成長鈍化の兆しと米国ハイ・イールド債券のデフォルト率
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米国の実質ＧＤＰ（前期比年率）の実績と見通し

（期間：2021年第1四半期～2024年第4四半期）

 米国では労働市場の弱含み、消費者ローンの延滞率の増加、過剰貯蓄の全体的な取り崩しといった経済の
成長鈍化の兆しが見られます。いずれも経済成長に大きな悪影響を与えるものではないものの、方向感とし
ては弱まっています。

 継続的な政策金利の引き上げの影響は今後さらに経済に波及していくため、企業成長と消費の伸びは引き
続き鈍化していくことが予想されます。しかし、長期の負債を抱える家計と企業のバランスシートは総じて
健全であり、信用リスクも改善してきていることから影響は緩和されています。

 ＦＲＢでは金融引き締めを長期間維持することが予想されますが、制限的な領域に留めつつ今後利下げを
適用することも考えられます。しかしながらそのためには、インフレに鎮静化の兆しが見られ正常化に向かう
さらなる明確な証拠が必要になってくると考えています。

当ファンドの投資対象となる投資適格債券は、信用力が高くデフォルト率は低い傾向にあります。
足下では、投機的に分類される米国ハイ・イールド債券のデフォルト率は、やや高い傾向にあるため、投資適格
債券の優位性が高まっています。
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（出所）米ＢＥＡ（Ｂｕｒｅａｕ ｏｆ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ａｎａｌｙｓｉｓ）のデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

・2023年10-12月期〜2024年10-12月期は三菱ＵＦＪアセットマネジメントによる見通し

（出所）Ｍｏｏｄｙ’sのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

・デフォルトから3年前の格付けに基づく。
・グラフ縦軸の格付けは、Ｍｏｏｄｙ’sの格付けを表示しています。
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上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

見通し

（出所）Ｍｏｏｄｙ’ｓ Ａｎｎｕａｌ ｄｅｆａｕｌｔ ｓｔｕｄｙの
データを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

・一部Ｍｏｏｄｙ’ｓ推計値を含みます。

米国ハイ・イールド債券のデフォルト率の実績と予測

②
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今後の当ファンドの運用方針

引き続き、保有銘柄のファンダメンタルズの状況に注視し、米ドル建てインフラ債券市場における需要と供給の
バランスや資金調達環境も継続的に見直し、状況に応じて機動的に対応します。銘柄選択については、格付け
動向に注視しながらクオリティの高い銘柄を中心に投資を行う方針です。

デュレーション
景気後退懸念の高まり等を受けて、当ファンドはデュレーションを市場対比で概ね若干長めとしています。今後も
状況に応じて機動的に対応します。

格付け
引き続きファンダメンタルズは堅調と見込まれますが、長期的な視点では戦略的に投資元本を確保すべく、格
付配分に関しても保守的な対応を検討しています。

セクター戦略
安定的なエネルギーセクターを選好しつつ、景気変動の影響を受けにくい通信セクターの銘柄に選別的に投資
します。クレジットスプレッド（発行体の信用力の差に基づく利回りの差）の拡大局面では公益セクターの投資配分
の引き上げも検討します。今後の景気減速を見込んだ景気変動の影響を受けにくいポジションの構築を継続
する方針です。

ＯＰＥＣによる継続的な介入が下支えし安

定して推移し、地政学リスクによる石油価

格上昇の余地があるとみており市場対比

で高めの比率とする方針です。

投資適格債券に引き上げられ米ドル建て

インフラ債券の対象銘柄となった新発債

への投資を行うなど選別的に投資を行い、

全体として市場対比で高めの比率とする

方針です。

電力関連銘柄等に対しては設備投資の

資金調達手段として新発債が予想される

ことから全体として同セクターを市場対比

で低めの比率としているものの、機動的に

調整する方針です。

米ドル建てインフラ債券に対する同セク

ターの比率が低いことと他の投資機会等

を鑑み、全体としては市場対比でやや低

めの比率としていますが今後も機動的に

調整する方針です。

市況の変動等により、上記の運用方針通りの運用が行えない場合があります。
上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

エネルギーセクター 通信セクター

運輸セクター公益セクター

②
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金利上昇によって「景気の減速」、「支払利息の負担増」の2つの観点から企業収益にマイナスの影響を与える
ものの、公益に限った話ではないとみています。公益は送電網の近代化、再生可能エネルギーへの投資、容量
拡大の支援など多額の設備投資のために、長期的な目線で借り入れをしており、今後もバランスシートは安定し
て推移すると考えています。

また、公益の事業会社は、支払利息の増加分を「提供するサービス」に価格転嫁することで、「支払利息の負担
増」を回収する傾向にあります。支払利息の増加分を価格転嫁させるまで、ある程度時間がかかるため、事前に
支払利息の増加を予測して可能な限り価格転嫁するまでの期間を短くするようにしている事業会社もあります。

一方で、高金利の環境下では、財務指標が相対的に悪化することが予想されています。公益企業の中でも、
持ち株会社では、債務の支払利息の増加分を顧客に直接価格転嫁することができないため、金利上昇のマイ
ナス影響を受けやすくなっています。そのため、金利上昇局面では、公益の持ち株会社が発行する債券の
組み入れを減らして、事業会社が発行する債券の組入れを増やすことでマイナス影響を抑えるように努めており
ます。

もっと教えて！いしずえコラム

過去3年間のセクター別比率

（期間：2020年10月～2023年10月）

マザーファンドはファンドの実際の運用を行うマッコーリー グローバル・インフラ債券マザーファンドです。マザーファンドでは、信託報酬はかかりません。業種は、
マッコーリー・インベストメント・マネジメント・グローバル・リミテッドが債券の発行体企業（保証会社）について独自に分類しています。
上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

・比率は現物債券評価額に対する割合です。

Ｑ1 これまでのセクター別比率の推移を教えてください。

 過去3年間（2020年10月から2023年10月）のマザーファンドのセクター別比率をみると、

公益と通信が半数以上を占めて、推移してきました。

Ｑ2
組入比率が高いセクターの「公益」は、相対的に債務水準が他のセクターと比べて
高い傾向にありますが、金利上昇による同セクターへのマイナスの影響はあります
か？

 当ファンドでは、公益の持ち株会社が発行体の債券の組入れを減らし、事業会社が発行体の

債券の組入れを増やすことでマイナスの影響を抑えるように努めております。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2020年10月 2021年10月 2022年10月 2023年10月

通信 公益 運輸 エネルギー

③
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銘柄 発行体 セクター 比率

1 3.875 T-MOBILE US 300415 ＴモバイルＵＳＡ 通信 1.1%

2 4.35 AT&T INC 290301 ＡＴ＆Ｔ 通信 1.1%

3 6.875 SPRINT CAPI 281115 スプリント・キャピタル 通信 1.0%

4 3.95 DISCOVERY CO 280320 ディスカバリー・コミュニケーションズ 通信 0.9%

5 7.625 SPRINT LLC 260301 スプリント 通信 0.9%

6 STEP DEUTSCHE TEL 300615 ドイツテレコム・インターナショナル・ファイナンス 通信 0.8%

7 6.375 NETFLIX INC 290515 ネットフリックス 通信 0.8%

8 5.875 NETFLIX INC 281115 ネットフリックス 通信 0.8%

9 5.625 SABINE PASS 250301 サビン・パス・リクィファクション 公益 0.8%

10 3.5 T-MOBILE USA 310415 ＴモバイルＵＳＡ 通信 0.8%

セクター 比率

1 公益 45.7%

2 通信 34.9%

3 エネルギー 13.2%

4 運輸 6.2%

通信セクターは発行される銘柄数が少ない傾向がある反面、個別銘柄の発行規模が比較的大きいため、
組入上位10銘柄でみると、上位に並びます。
一方で、公益セクターは発行される銘柄数が多い傾向がある反面、個別銘柄の発行規模が比較的小さい特徴
があります。発行規模が小さい銘柄で多額の債券を売買するのは投資効率の悪化につながるため、1銘柄あた
りの組入比率は低くなります。

セクター別比率は、各銘柄をセクターごとに全て積み上げた結果で、保有銘柄全体では相対的に発行体の種類
が多い公益の方が通信よりも高くなっています。

マザーファンドのセクター別比率 （2023年10月末時点）

マザーファンドの組入上位10銘柄 （2023年10月末時点）

組入銘柄数：446銘柄

マザーファンドはファンドの実際の運用を行うマッコーリー グローバル・インフラ債券マザーファンドです。マザーファンドでは、信託報酬はかかりません。業種は、
マッコーリー・インベストメント・マネジメント・グローバル・リミテッドが債券の発行体企業（保証会社）について独自に分類しています。
上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

・比率は実質組入債券評価額に対する割合です。

・比率は現物債券評価額に対する割合です。

Ｑ3
セクター別比率をみると「通信」は第2位ですが、組入銘柄をみると上位10銘柄の
うち9銘柄のセクターが「通信」となっています。この背景を教えてください。

 公益と通信における個別銘柄の発行規模の差が背景です。

もっと教えて！いしずえコラム③
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為替ヘッジあり

毎月決算型 （期間 ： 2012年6月1日～2023年11月30日）

為替ヘッジなし

年1回決算型 （期間 ： 2018年1月22日～2023年11月30日）

為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

設定来の基準価額等の推移

基準価額、基準価額（分配金再投資）は、1万口当たりであり、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載し
ています。基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。
上記は、過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

【本資料で使用している指数について】
♦米国ハイ・イールド債券（ＩＣＥ BofA 米国ハイ・イールド指数 ）
♦米国投資適格社債（ブルームバーグ米国社債インデックス）
♦米ドル建てインフラ債券（ブルームバーグ米国社債インデックスの公益・通信・エネルギー・運輸セクターの合成インデックス）
♦世界国債（FTSE世界国債インデックス）
本資料中の指数等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許諾者に帰属します。また、発行者および許諾者が指数等の
正確性、完全性を保証するものではありません。各指数等に関する免責事項等については、委託会社のホームページ
（https://www.am.mufg.jp/other/disclaimer.html）をあわせてご確認ください。
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ファンドの目的・特色

ファンドの目的
世界のインフラ関連企業が発行する米ドル建て債券を実質的な主要投資対象とし、利子収益の確保および値上がり益の
獲得をめざします。

ファンドの特色

1. インフラ関連企業の米ドル建て債券に実質的に投資を行います。
• 主として世界のインフラ関連企業が発行する米ドル建て債券に実質的に投資を行い、利子収益の確保およ

び値上がり益の獲得をめざします。
• 投資する債券は、原則として取得時においてＢＢＢ－格相当以上の格付けを取得しているものに限ります。

2. 「為替ヘッジあり」と「為替ヘッジなし」の２つのコースがあります。
• 「為替ヘッジあり」コースは、原則として為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減をはかります。為替ヘッジを行

う場合で円金利がヘッジ対象通貨の金利より低いときには、これらの金利差相当分のヘッジコストがかかるこ
とにご留意ください。ただし、為替市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストとなる場合があり
ます。

• 「為替ヘッジなし」コースは、原則として為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動による影響を受けます。

3. 債券等の運用にあたっては、マッコーリー・インベストメント・マネジメント・グローバル・リミテッドに
運用の指図に関する権限を委託します。
• マッコーリー・インベストメント・マネジメント・グローバル・リミテッドは、マッコーリー・グループの資産運用部門で

あるマッコーリー・アセット・マネジメントを形成する１社です。
※ 運用の指図に関する権限の委託を受ける者、委託の内容、委託の有無等については、変更する場合があります。

4. 「毎月決算型」は毎月の決算時 （10日（休業日の場合は翌営業日））に分配を行います。
• 分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。
• 原則として、配当等収益や分配対象額の水準等を考慮し、安定した分配を継続することをめざします。
• 分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあります。また、基準価額水準、運用状況等によっ

ては安定した分配とならないことがあります。

「年1回決算型」は年1回の決算時（5月10日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定
します。
• 分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額

の場合には、分配を行わないことがあります。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。（基準価額
水準や市況動向等により変更する場合があります。）

収益分配金に関する留意事項

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相
当分、基準価額は下がります。

 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる
場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。
また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合
があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
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投資リスク

◎お客さまが直接的に負担する費用

【購入時手数料】 購入価額に対して、上限2.2％(税抜 2％) 
販売会社が定めます。くわしくは、販売会社にご確認ください。

【信託財産留保額】 ありません。

◎お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

【運用管理費用（信託報酬）】
日々の純資産総額に対して、年率1.32％（税抜 年率1.2％）をかけた額

【その他の費用・手数料】 以下の費用・手数料についてもファンドが負担します。
・監査法人に支払われるファンドの監査費用
・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料
・有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用
・その他信託事務の処理にかかる諸費用 等
※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することは

できません。
※ ■＜為替ヘッジあり＞（毎月決算型）／＜為替ヘッジなし＞（毎月決算型）：運用管理費用（信託報酬）および監査費

用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。毎決算時または償還時にファンドから支払われます。
■＜為替ヘッジあり＞（年1回決算型）／＜為替ヘッジなし＞（年1回決算型）：運用管理費用（信託報酬）および監査

費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。毎計算期間の6ヵ月終了時、毎決算時または償還
時にファンドから支払われます。

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載するこ
とはできません。なお、ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますの
でご参照ください。

ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。

ファンドの費用

 本資料は三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した情報提供資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありませ
ん。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認
のうえ、ご自身でご判断ください。

 本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
 本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。
 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行

等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。
 投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

本資料に関するご注意事項等

基準価額の変動要因：基準価額は、金利変動による組入公社債の価格変動、為替相場の変動等により上下します。また、
組入有価証券等の発行者等の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。これらの運用によ
り信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されてい
るものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。主
な変動要因は、価格変動リスク、為替変動リスク、信用リスク、流動性リスクです。上記は主なリスクであり、これらに限定され
るものではありません。くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

設定・運用は

三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号、加入協会：一般社団法人 投資信託協会/一般社団法人 日本投資顧問業協会
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販売会社情報一覧表

（2023年12月14日現在）

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

＜為替ヘッジなし＞（毎月決算型）

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

株式会社中京銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第17号 ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

呉信用金庫 * 登録金融機関 中国財務局長（登金）第25号

埼玉縣信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第202号 ○

芝信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第158号

高崎信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第237号

高松信用金庫 * 登録金融機関 四国財務局長（登金）第20号

但馬信用金庫 * 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第67号

はくさん信用金庫 * 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第35号

浜松磐田信用金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第61号

兵庫信用金庫 * 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第81号 ○

沖縄県労働金庫 * 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第8号

九州労働金庫 * 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第39号

近畿労働金庫 * 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第90号

四国労働金庫 * 登録金融機関 四国財務局長（登金）第26号

静岡県労働金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第72号

中央労働金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第259号

中国労働金庫 * 登録金融機関 中国財務局長（登金）第53号

東海労働金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第70号

東北労働金庫 * 登録金融機関 東北財務局長（登金）第68号

長野県労働金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第268号

新潟県労働金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第267号

北陸労働金庫 * 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第36号

北海道労働金庫 * 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第38号

登録番号等

商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。
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販売会社情報一覧表
投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

＜為替ヘッジあり＞（毎月決算型）

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

登録番号等

（2023年12月14日現在）

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

北群馬信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第233号

呉信用金庫 * 登録金融機関 中国財務局長（登金）第25号

埼玉縣信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第202号 ○

浜松磐田信用金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第61号

登録番号等

＜為替ヘッジなし＞（年１回決算型） （2023年12月14日現在）

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

登録番号等

＜為替ヘッジあり＞（年１回決算型） （2023年12月14日現在）

商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。


